
 
別紙 10 

○ 指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（平成11年９月17日老企第25号）（抄）  
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新 旧 

第１ （略） 第１ （略） 

第２ 総論 第２ 総論 

１ （略） １ （略） 

２ 用語の定義 

基準第２条において、一定の用語についてその定義を明らかにしている

ところであるが、以下は、同条に定義が置かれている用語について、その意

味をより明確なものとするとともに、基準中に用いられている用語であっ

て、定義規定が置かれていないものの意味を明らかにするものである。 

２ 用語の定義 

基準第２条において、一定の用語についてその定義を明らかにしている

ところであるが、以下は、同条に定義が置かれている用語について、その意

味をより明確なものとするとともに、基準中に用いられている用語であっ

て、定義規定が置かれていないものの意味を明らかにするものである。 

⑴ 「常勤換算方法」 

 当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業

者が勤務すべき時間数（32時間を下回る場合は32時間を基本とする。）で

除することにより、当該事業所の従業者の員数を常勤の従業者の員数に

換算する方法をいうものである。この場合の勤務延時間数は、当該事業

所の指定に係る事業のサービスに従事する勤務時間の延べ数であり、例

えば、当該事業所が訪問介護と訪問看護の指定を重複して受ける場合で

あって、ある従業者が訪問介護員等と看護師等を兼務する場合、訪問介

護員等の勤務延時間数には、訪問介護員等としての勤務時間だけを算入

することとなるものであること。 

 ただし、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関

する法律（昭和47年法律第113号）第13条第１項に規定する措置（以下「母

性健康管理措置」という。）又は育児休業、介護休業等育児又は家族介護

を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第76号。以下「育児・介

護休業法」という。）第23条第１項、同条第３項又は同法第24条に規定す

る所定労働時間の短縮等の措置若しくは厚生労働省「事業場における治

療と仕事の両立支援のためのガイドライン」に沿って事業者が自主的に

設ける所定労働時間の短縮措置（以下「育児、介護及び治療のための所定

労働時間の短縮等の措置」という。）が講じられている場合、30時間以上

の勤務で、常勤換算方法での計算に当たり、常勤の従業者が勤務すべき

時間数を満たしたものとし、１として取り扱うことを可能とする。 

⑴ 「常勤換算方法」 

 当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業

者が勤務すべき時間数（32時間を下回る場合は32時間を基本とする。）で

除することにより、当該事業所の従業者の員数を常勤の従業者の員数に

換算する方法をいうものである。この場合の勤務延時間数は、当該事業

所の指定に係る事業のサービスに従事する勤務時間の延べ数であり、例

えば、当該事業所が訪問介護と訪問看護の指定を重複して受ける場合で

あって、ある従業者が訪問介護員等と看護師等を兼務する場合、訪問介

護員等の勤務延時間数には、訪問介護員等としての勤務時間だけを算入

することとなるものであること。 

 ただし、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関

する法律（昭和47年法律第113号）第13条第１項に規定する措置（以下「母

性健康管理措置」という。）又は育児休業、介護休業等育児又は家族介護

を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第76号。以下「育児・介

護休業法」という。）第23条第１項、同条第３項又は同法第24条に規定す

る所定労働時間の短縮等の措置（以下「育児及び介護のための所定労働

時間の短縮等の措置」という。）が講じられている場合、30時間以上の勤

務で、常勤換算方法での計算に当たり、常勤の従業者が勤務すべき時間

数を満たしたものとし、１として取り扱うことを可能とする。 

⑵ （略） ⑵ （略） 

⑶ 「常勤」 

当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている

⑶ 「常勤」 

当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている
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とを禁ずることにより、結果的に保険給付の対象となるサービスの利用

料と、保険給付の対象とならないサービスの利用料との間に、一方の管

理経費の他方への転嫁等による不合理な差額を設けることを禁止する趣

旨である。なお、当該事業所による通所介護が複数の市町村において基

準該当通所介護と認められる場合には、利用者の住所地によって利用料

が異なることは認められないものである。 

なお、居住、滞在及び宿泊並びに食事の提供に係る利用料等に関する

指針一のハに規定するウェブサイトへの掲載に関する取扱いは、準用さ

れる居宅基準第 32 条に関する第３の一の３の(24)の①に準ずるものとす

る。 

とを禁ずることにより、結果的に保険給付の対象となるサービスの利用

料と、保険給付の対象とならないサービスの利用料との間に、一方の管

理経費の他方への転嫁等による不合理な差額を設けることを禁止する趣

旨である。なお、当該事業所による通所介護が複数の市町村において基

準該当通所介護と認められる場合には、利用者の住所地によって利用料

が異なることは認められないものである。 

七 通所リハビリテーション 

１ 人員に関する基準 

⑴ 指定通所リハビリテーション事業所（居宅基準第 111条第１項）  

① 医師（第１号） 

イ～ハ （略） 

ニ 指定通所リハビリテーション事業所のみなし指定を受けた介護老

人保健施設又は介護医療院においては、当該介護老人保健施設又は

当該介護医療院の医師の配置基準を満たすことをもって、通所リハ

ビリテーション事業所の医師の常勤配置に係る基準を満たしている

ものとみなすことができること。 

② （略） 

七 通所リハビリテーション 

１ 人員に関する基準 

⑴ 指定通所リハビリテーション事業所（居宅基準第 111条第１項）  

① 医師（第１号） 

イ～ハ （略） 

（新設） 

 

 

 

 

② （略） 

⑵ 指定通所リハビリテーション事業所が診療所である場合 

① （略） 

② 理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士又は看護師、准看護師

若しくは介護職員（以下「従事者」という。）（第２号） 

イ 単位数に関する取扱い及び所要時間１時間から２時間の通所リハ

ビリテーションを行う場合の考え方については、指定通所リハビリ

テーション事業所が診療所以外である場合と同様であるので、１⑴

②を参考とすること。 

 

 

 

 

 

⑵ 指定通所リハビリテーション事業所が診療所である場合 

① （略） 

② 理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士又は看護師、准看護師

若しくは介護職員（以下「従事者」という。）（第２号） 

イ 指定通所リハビリテーションの単位とは、同時に、一体的に提供

される指定通所リハビリテーションをいうものであることから、例

えば、次のような場合は、２単位として扱われ、それぞれの単位ご

とに必要な従業者を確保する必要がある。 

ａ 指定通所リハビリテーションが同時に一定の距離を置いた２つ

の場所で行われ、これらのサービスの提供が一体的に行われてい

るといえない場合 

ｂ 午前と午後とで別の利用者に対して指定通所リハビリテーショ

ンを提供する場合 


